
独立行政法人国立独立行政法人国立青少年教育振興機構青少年教育振興機構

【沿革】昭和34年 4月 皇太子殿下(今上天皇)の御成婚を記念し国立中央青年の家を設置、
以降、全国13箇所に国立青年の家を設置

昭和40年 4月 特殊法人オリンピック記念青少年総合センターを設置

昭和50年10月 国立室戸少年自然の家を設置、以降、全国14箇所に国立少年自然の家を設置

昭和55年 5月 オリンピックセンターが文部省所管の施設等機関となる

平成13年 4月 (独)国立青年の家、(独)国立少年自然の家、
(独)国立オリンピック記念青少年総合センターが発足

平成18年 4月 上記３法人が統合し、(独)国立青少年教育振興機構が発足

【目的】青少年教育の振興及び健全な青少年の育成 を図るため、

我が国唯一の青少年教育のナショナルセンターとして、以下の事業を実施。

・青少年教育指導者の養成
・先導的・モデル的体験活動プログラムの開発・普及
・青少年に対する研修活動の場の提供
・青少年団体、関係機関の連携・協力の促進
・基礎的・専門的な調査研究
・青少年団体への助成

【利用状況】
(平成21年度）

・総利用者数
４８６万人

・目的利用率
８３．７％

震災による閉鎖中の施設があったこと

を考慮すると過去最高の利用状況

・宿泊室稼働率
６１．４％

利用者のうち、青少年及び青少年教

育指導者の占める割合

過去最高の稼働率
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・・・１４施設

・・・１３施設

２８施設 青少年自然の家

青少年交流の家

国立青少年教育施設国立青少年教育施設

国立妙高青少年自然の家
（新潟県妙高市，平成３年度設置）

国立立山青少年自然の家
（富山県中新川郡立山町，昭和５８年度設置）

国立若狭湾青少年自然の家
（福井県小浜市，昭和５９年度設置）

国立吉備青少年自然の家
（岡山県加賀郡吉備中央町，昭和５７年度設置）

国立山口徳地青少年自然の
（山口県山口市，平成１年度設置）

国立夜須高原青少年自然の家
（福岡県朝倉郡筑前町，昭和６３年度設置）

国立諫早青少年自然の家
（長崎県諫早市，昭和５２年度）

国立大隈青少年自然の家
（鹿児島県鹿屋市，昭和６１年度）

国立室戸青少年自然の家
（高知県室戸市，昭和５０年度）

国立信州高遠青少年自然の家
（長野県伊那市，平成２年度設置）

国立花山青少年自然の家
（宮城県栗原市，昭和５３年度設置）

国立大雪青少年交流の家
（北海道上川郡美瑛町，昭和４０年度設置）国立岩手山青少年交流の家

（岩手県岩手郡滝沢村，昭和４７年度設置）

国立能登青少年交流の家
（石川県羽咋市，昭和４６年度設置）国立三瓶青少年交流の家

（島根県大田市，昭和５１年度設置）

国立江田島青少年交流の家
（広島県江田島市，昭和４２年度設置）

国立赤城青少年交流の家
（群馬県前橋市，昭和４５年度設置）

国立中央青少年交流の家
（静岡県御殿場市，昭和３４年度設置）

国立淡路青少年交流の家
（兵庫県南あわじ市，昭和４４年度）

国立沖縄青少年交流の家
（沖縄県島尻郡渡嘉敷村，昭和４７年度）

国立大洲青少年交流の家
（愛媛県大洲市，昭和４８年度）国立阿蘇青少年交流の家

（熊本県阿蘇市，昭和３８年度）

※法人本部
国立オリンピック記念青少年総合センター

（東京都渋谷区，昭和４０年度設置）

国立曽爾高青少年自然の家
（奈良県宇陀郡曽爾村，昭和５４年度）

国立日高青少年自然の家
（北海道沙流郡日高町，昭和５６年度設置）

国立磐梯青少年交流の家
（福島県耶麻郡猪苗代町，昭和３９年度設置）

オリンピック記念青少年総合センター

国立那須甲子青少年自然の家
（福島県西白河郡西郷村，昭和５１年度設置）

国立乗鞍青少年交流の家
（岐阜県高山市，昭和４９年度設置）
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国立青少年教育振興機構の見直し当初案について

＜企画事業＞
○ 青少年教育のナショナルセンターとして、公立施設等にお

けるニーズや普及状況、各施設の立地条件や自然環境等
を踏まえ、真に担うべき事業にさらに精選重点化する。

＜調査研究事業＞
○ 学術的に体験活動の効果について明らかにするなど、我

が国の青少年教育の振興のための政策立案に必要な調査
研究を行う。

＜連絡協力促進事業＞
○ 公立施設等関係団体とのネットワークを構築し、体験活動

の推進に関する情報を収集・提供するなど、関係団体等と
の連携した全国的な活動を行う。

＜各施設の安全管理体制の推進＞
○ 施設設備やプログラムの内容を確認・点検し、安全・安心

な施設運営に取り組むとともに、安全に関する情報の共有
及び全国への発信に努める。

○ 青少年交流の家及び青少年自然の家の自治体等への移管

・青少年教育のナショナルセンターの役割を果たしつつ、文部科学省と連携し、自治体等への移管に取り組む。
・民間への移管を進めるため、試行的に民間による新たな運営方策を検討するなどの取組を進める。

○随意契約等の見直し
・随意契約については、原則一般競争入札に
移行するとともに、１者応札とならないよう、競
争性を確保する。

○ 自己収入の拡大

・引き続き、受益者負担の在り方について検討
を行うなど、自己収入の拡大を図る。

○ 保有資産の見直し

・不用資産の処分などを行い、資産のスリム化
を図る。

○ 人員配置の見直し

・機構本部及び各教育拠点の役割を見直し、
適切な人員配置に努める。

組織の見直し

運営の効率化及び自律化の見直し事務・事業の見直し
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行政刷新会議「事業仕分け」

事業仕分け結果と平成２２年度予算における対応状況

○青少年教育のナショナルセ
ンターの役割は果たしつつ、
青少年交流の家、青少年自
然の家については、諸条件
が整ったところから順次自
治体等へ移管準備に着手す
る

○基金は民間出えん金を残し
政府出資金全額を国庫返納
するが、事業費（２３億円）
を国立青少年教育振興機構
運営費交付金の中で予算措
置し、確実に事業が実施で
きるようにする

子どもゆめ基金

【主な理由・コメント】
○自治体・民間へ移管、特

に青少年交流の家、青少
年自然の家については国
の事業として廃止すべき等

【主な理由・コメント】
○基金は国庫返納すべき等

国立青少年教育振興機構
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9.2%平成１７年度予算額と比較して５年間で５％以上業務経費

18.0%平成１７年度予算額と比較して５年間で１５％以上一般管理費

削減率
H２１年度までの

数値目標項 目

■経費の効率化

業務の効率化 等

＋ ９９．９％１１２，７８３５６，４０７受託収入

＋ ６６．２％２５，１０７１５，１０５寄附金収入

＋１４．７％１，２００，６９５１，０４６，７５８事業収入等

平成１８年度との比較平成２１年度平成１８年度区 分

■自己収入実績額 （単位：千円）

■ 自己収入増加の取組
・平成１９年１０月より、青少年交流の家、自然の家において、一般利用者から施設利用料徴収を開
始した。
・平成２１年１０月に、オリンピックセンターにおける施設利用料の改定（約２５％増）、青少年交流の
家、自然の家におけるシーツ洗濯料の改定を行った。
・平成２２年度より新たに、研修支援事業において教材購入が必要なものや特別の技能等を有する
外部からの指導者の配置が必要な特定の活動プログラムの実施経費等について、受益者に負担
させることとした。
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